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Ⅰ．本資料の目的 

1. サステナビリティ基準委員会（以下「当委員会」という。）は、第 7回サステナビリティ

基準委員会（2023 年 1月 18 日開催）において、国際サステナビリティ基準審議会（以下

「ISSB」という。）の IFRS S1 号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般

的要求事項」（以下「IFRS S1 号」という。）に相当する基準（日本版 S1基準）及び IFRS 

S2 号「気候関連開示」（以下「IFRS S2 号」という。）に相当する基準（日本版 S2基準）

の開発を当委員会の審議テーマとすることを決定した。 

2. 本資料は、日本版 S1 基準及び日本版 S2 基準におけるガバナンスに関する定めについて

検討することを目的としている。本論点に関連する論点として、第 12回サステナビリテ

ィ基準委員会（2023 年 4 月 25 日開催）において、「コア・コンテンツにおける 4 つの構

成要素」について、IFRS S1 号及び IFRS S2 号の公開草案に基づく審議を行っているが、

2023 年 6月に IFRS S1 号及び IFRS S2 号が確定したことを踏まえ、追加的に検討を行う

べきかどうかを含め、検討を行う。 

Ⅱ．事務局による提案の要約 

3. 本論点に関する事務局の提案を要約すると、次のとおりである（後述の第 45 項及び第 46

項参照）。 

(1) 日本版 S1基準及び日本版 S2 基準において、IFRS S1 号及び IFRS S2 号の定めを取り

入れ、ガバナンスの開示目的を次のように定める（日本版 S2 基準においては、「サ

ステナビリティ関連」を「気候関連」とする。）。 

ガバナンスに関する開示目的は、一般目的財務報告書の主要な利用者が、サステナ

ビリティ関連のリスク及び機会をモニタリングし、管理し、監督するために企業が

用いるガバナンスのプロセス、統制及び手続を理解できるようにすることにある。 

(2) 日本版 S1基準及び日本版 S2 基準において、IFRS S1 号及び IFRS S2 号におけるガバ

ナンスに関する開示要求をそれぞれ取り入れる。 
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Ⅲ．これまでの審議の概要 

4. IFRS S1 号及び IFRS S2 号の公開草案では、金融安定理事会の気候関連財務開示に関す

るタスクフォース（TCFD）による提言（TCFD 提言）を基礎として、ガバナンスに関する

開示目的及び当該目的を達成するために必要な開示について提案された（IFRS S1 号公

開草案第 12 項及び第 13項、IFRS S2 号公開草案第 4項及び第 5項）。 

5. 本論点に関する第 12 回サステナビリティ基準委員会における事務局の提案は、次のとお

りである。 

(1) IFRS S1 号及び IFRS S2 号におけるガバナンスに関する開示目的及び開示要求につ

いて、これらと整合的な定めを日本版 S1基準及び日本版 S2 基準に取り入れる。 

6. これに対して、事務局の提案に反対する意見は聞かれなかった。 

Ⅳ．事務局による分析 

開示目的 

7. IFRS S1 号及び IFRS S2 号におけるガバナンスの開示目的について、公開草案及び確定

基準の比較は次のとおりである（和訳は事務局による仮訳。以下同じ）。 

IFRS S1 号 公開草案 

26 The objective of sustainability-related finan-

cial disclosures on governance is to enable 

users of general purpose financial reports to 

understand the governance processes, 

controls and procedures an entity uses to 

monitor, manage and oversee sustainability-

related risks and opportunities. 

 ガバナンスに関するサステナビリティ

関連財務開示の目的は、一般目的財務報

告書の利用者が、サステナビリティ関連

のリスク及び機会をモニタリングし、管

理し、監督するために企業が用いるガバ

ナンスのプロセス、統制及び手続を理解

できるようにすることにある。 

12 The objective of sustainability-related finan-

cial disclosures on governance is to enable 

users of general purpose financial reporting 

to understand the governance processes, 

controls and procedures used to monitor 

and manage sustainability-related risks and 

opportunities. 

 ガバナンスに関するサステナビリティ

関連財務開示の目的は、一般目的財務報

告の利用者が、サステナビリティ関連の

リスク及び機会をモニタリングし、管理

するために用いるガバナンスのプロセ

ス、統制及び手続を理解できるようにす

ることにある。 

 

IFRS S2 号 公開草案 

5 The objective of climate-related financial 

disclosures on governance is to enable 

users of general purpose financial reports 

to understand the governance processes, 

controls and procedures an entity uses to 

4 The objective of climate-related financial 

disclosures on governance is to enable 

users of general purpose financial report-

ing to understand the governance process-

es, controls and procedures used to 
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IFRS S2 号 公開草案 

monitor, manage and oversee climate-

related risks and opportunities 

 ガバナンスに関する気候関連財務開示

の目的は、一般目的財務報告書の利用者

が、気候関連のリスク及び機会をモニタ

リングし、管理し、監督するために企業

が用いるガバナンスのプロセス、統制及

び手続を理解できるようにすることに

ある。 

monitor and manage climate-related risks 

and opportunities. 

 ガバナンスに関する気候関連財務開示

の目的は、一般目的財務報告の利用者

が、気候関連のリスク及び機会をモニタ

リングし、管理するために用いるガバナ

ンスのプロセス、統制及び手続を理解で

きるようにすることにある。 

8. 企業が行うガバナンスのプロセスについて、公開草案では「リスク及び機会をモニタリ

ングし、管理するため」に用いるプロセスとされていたが、確定基準では、「リスク及び

機会をモニタリングし、管理し、監督するため」に用いるプロセスとされている（下線は

事務局による強調）。 

9. これは、ガバナンスが果たす役割を明確化したものであると考えられ、実質的な変更で

はないと考えられる。このため、ガバナンスの開示目的について、IFRS S1 号及び IFRS 

S2 号の定めを取り入れるという、これまでの方針は変更せず、確定した IFRS S1 号及び

IFRS S2 号に基づき、当委員会が開発する基準の文案を作成することが考えられる。 

開示要求 

（ISSB 基準の理解） 

10. IFRS S1 号では、ガバナンスの開示について、次のように定めている（IFRS S2 号は、「サ

ステナビリティ関連」を「気候関連」としている。）。 

27 To achieve this objective, an entity shall disclose information about: 

(a) the governance body(s) (which can include a board, committee or equivalent body 

charged with governance) or individual(s) responsible for oversight of sustainability-

related risks and opportunities. Specifically, the entity shall identify that body(s) or 

individual(s) and disclose information about: 

(i) how responsibilities for sustainability-related risks and opportunities are 

reflected in the terms of reference, mandates, role descriptions and other related 

policies applicable to that body(s) or individual(s); 

(ii) how the body(s) or individual(s) determines whether appropriate skills and 

competencies are available or will be developed to oversee strategies designed 

to respond to sustainability-related risks and opportunities; 

(iii) how and how often the body(s) or individual(s) is informed about sustainability-

related risks and opportunities; 

(iv) how the body(s) or individual(s) takes into account sustainability-related risks 

and opportunities when over-seeing the entity’s strategy, its decisions on major 

transactions and its risk management processes and related policies, including 
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whether the body(s) or individual(s) has consider-ed trade-offs associated with 

those risks and opportunities; and  

(v) how the body(s) or individual(s) oversees the setting of targets related to 

sustainability-related risks and opportunities, and monitors progress towards 

those targets (see paragraph 51), including whether and how related performance 

metrics are included in remuneration policies. 

(b) management’s role in the governance processes, controls and procedures used to 

monitor, manage and oversee sustainability-related risks and opportunities, including 

information about: 

(i) whether the role is delegated to a specific management-level position or 

management-level committee and how oversight is exercised over that position 

or committee; and  

(ii) whether management uses controls and procedures to support the over-sight of 

sustainability-related risks and opportunities and, if so, how these controls and 

procedures are integrated with other internal functions. 

 この目的を達成するため、企業は次のすべてに関する情報を開示しなければなら

ない。 

(a) サステナビリティ関連のリスク及び機会の監督に責任を負うガバナンス機

関（ボード、委員会又はガバナンスの責任を負う同等の機関が含まれること

がある。）又は個人。具体的には、企業はその機関又は個人を特定し、次の

すべてに関する情報を開示しなければならない。 

(i) サステナビリティ関連のリスク及び機会に関する責任が、その機関又は

個人に適用される、付託事項、義務、役割の記述及びその他の関連する

方針にどのように反映されているか 

(ii) その機関又は個人が、サステナビリティ関連のリスク及び機会に対応す

るために設計された戦略を監督するための適切なスキル及びコンピテ

ンシーが利用可能であるかどうか又は開発する予定であるかどうかを、

どのように判断しているか 

(iii) その機関又は個人は、サステナビリティ関連のリスク及び機会につい

て、どのように、また、どれくらいの頻度で情報がもたらされているか 

(iv) その機関又は個人が、企業の戦略、主要な取引に関する意思決定並びに

当該企業のリスク管理のプロセス及び関連する方針を監督するにあた

り、サステナビリティ関連のリスク及び機会をどのように考慮している

か（その機関又は個人が、それらのリスク及び機会に関連するトレード

オフを考慮しているかどうかを含む。） 

(v) その機関又は個人が、サステナビリティ関連のリスク及び機会に関連す

る目標の設定をどのように監督し、それらの目標に向けた進捗をどのよ

うにモニタリングしているか（第 51 項参照）（関連するパフォーマン

ス指標が報酬に関する方針に含まれているかどうか、また、含まれてい

る場合、どのように含まれているかを含む。） 

(b) サステナビリティ関連のリスク及び機会をモニタリングし、管理し、監督す

るために用いる、ガバナンスのプロセス、統制及び手続における経営者の役

割。これには次のすべてに関する情報を含む。 

(i) 当該役割が具体的な経営者レベルの地位又は経営者レベルの委員会に

委任されているかどうか、及び当該地位又は委員会に対し、どのように

監督が実施されているか 
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(ii) 経営者が、サステナビリティ関連のリスク及び機会の監督を支援するた

めに、統制及び手続を用いているかどうか、また、用いている場合、これ

らの統制及び手続がその他の内部機能とどのように統合されているか 

（公開草案に対する当委員会のコメントに関する検討） 

11. 当委員会は、IFRS S2 号の公開草案に対し、報酬に関する要求事項は IFRS S1 号のガバナ

ンスに関する開示と関連させることが有用であり、IFRS S1 号において要求事項も記載

することが有用とのコメントを行った。 

12. この点について、確定基準では特段対処されていないと考えられるものの、IFRS S2 号で

は、「指標及び目標」セクションの報酬に関する開示要求（IFRS S2 号第 29 項(g)）と、

「ガバナンス」セクションの目標に向けた進捗のモニタリングに関する開示要求（IFRS 

S2 号第 6 項(a)(v)）との間で、基準上、相互に参照がなされているため、両者が関連し

た要求事項であることは、IFRS S2 号の中では明らかであると考えられる。 

13. このため、日本版 S2号における報酬に関する定めを検討する際に、両者の関係について

結論の背景において説明することが考えられる。 

（公開草案からの変更点に関する検討） 

14. IFRS S1 号及び IFRS S2 号におけるガバナンスに関する開示要求については、主に次の

点が公開草案から変更されていると考えられる（別紙参照（HP では非公表））。 

(1) 公開草案においても「リスク及び機会の監督に責任を負う機関に関する情報」と「ガ

バナンスのプロセスにおける経営者の役割に関する情報」それぞれについての開示

を要求することが提案されていた（IFRS S1 号公開草案第 13 項及び IFRS S2 号公開

草案第 5項）ものの、確定基準では、ガバナンス機関又は個人に関する情報と経営者

に関する情報は、より明確に区別された形で要求されている（IFRS S1 号第 27 項(a)

及び(b)並びに IFRS S2 号第 6項(a)及び(b)）。 

(2) 公開草案では、「リスク及び機会の監督に責任を負う機関を構成する個人の特定」に

ついて開示することが提案されていた（IFRS S1 号公開草案第 13項(a)及び IFRS S2

号公開草案第 5項(a)）ものの、主として「リスク及び機会の監督に責任を負う機関」

についての開示を要求することが提案されていた。確定基準では、「リスク及び機会

の監督に責任を負う機関又は個人」についての開示が要求されている（IFRS S1 号第

27 項(a)及び IFRS S2 号第 6項(a)）。 
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ガバナンス機関又は個人と経営者に関する開示要求の区別 

15. 前項(1)については、ガバナンス機関又は個人と経営者のそれぞれに関する情報の開示要

求を区別することにより、当該開示要求に従って開示される情報は、両者の役割の違い

が明らかになるものと考えられる。 

16. また、このように区別された情報は、サステナビリティ関連のリスク及び機会が経営者

から注目を受けているかどうかを主要な利用者が理解するのに役立つ可能性がある旨が

IFRS S1 号の結論の根拠に記載されている（IFRS S1 号 BC95 項）。 

17. ここで、「サステナビリティ関連のリスク及び機会の監督に責任を負うガバナンス機関」

は、ボード、委員会又はガバナンスの責任を負う同等の機関が含まれることがあるとさ

れている（IFRS S1 号第 27 項(a)及び IFRS S2 号第 6項(a)）が、我が国においては、次

のように考えることができると考えられる。 

(1) 「ボード」については、我が国の会社法制度上の機関で「ボード」に相当するものと

して、取締役会が該当すると考えられる。「ボード」という表現は我が国の関係者に

なじみがない可能性があるため、日本版 S1 基準及び日本版 S2 基準に取り入れる場

合には「取締役会」に修正することが考えられる。 

(2) 「委員会」については、我が国の会社法制度においても、監査等委員会設置会社や指

名委員会等設置会社という機関設計が認められており、そのような会社の委員会が

該当すると考えられるが、IFRS S1 号及び IFRS S2 号では、より幅広く「ガバナンス

の責任を負う同等の機関」も含まれるとされていることから、「企業内容等の開示に

関する内閣府令」第二号様式 記載上の注意(54)a における「企業統治に関して企業

が任意に設置する委員会その他これに類するもの」が参考になると考えられる。 

18. 一方、「経営者」については、企業において業務執行に責任を有する機関又は個人である

と考えられ、我が国においては、例えば、代表取締役社長や企業の財務に関して責任を有

する者（いわゆる CFO）が含まれると考えられる。また、前項において検討した取締役会

や委員会等が、ここでいう「経営者」に該当する場合もあると考えられる。 

19. このように、IFRS S1 号第 27 項及び IFRS S2 号第 6項における「ガバナンス機関」及び

「経営者」の概念は、我が国の企業に対しても適用することができると考えられること

から、ガバナンス機関又は個人と経営者のそれぞれに関する情報の開示要求を区別する

IFRS S1 号及び IFRS S2 号の定めをそのままの形で日本版 S1 基準及び日本版 S2 基準に

取り入れることは、有用な情報を提供することにつながると考えられる。 
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リスク及び機会の監督に責任を負う個人 

20. 本資料の第 14 項(2)については、一部の企業において、リスク及び機会を監督する責任

を有しているのが機関ではなく、個人である場合があることに対処したものであると考

えられる。 

21. 例として、ある個人が、具体的な専門性及び経験により、サステナビリティ関連のリスク

及び機会の全体的な監督の責任を有している場合がある旨が、IFRS S1 号の結論の根拠

に記載されている（IFRS S1 号 B96 項）。 

22. 我が国の企業では、例えば、特定の取締役又は監査役がこのような監督の責任を負う場

合があると考えられる。 

23. 当委員会が公表するサステナビリティ開示基準を使用する企業のガバナンスの実態はさ

まざまであると考えられることから、公開草案のように機関にのみ焦点を当てるのでは

なく、個人も含めた「ガバナンス機関又は個人」に焦点を当てた開示要求とした IFRS S1

号及び IFRS S2 号は適切であると考えられる。 

（その他の検討） 

サステナビリティ関連(又は気候関連)のリスク及び機会の監督に責任を負うガバナンス機

関又は個人 

24. IFRS S1 号第 27 項(a)及び IFRS S2 号第 6項(a)では、「サステナビリティ関連(又は気候

関連)のリスク及び機会の監督に責任を負うガバナンス機関又は個人」を特定し、そのよ

うな機関又は個人に関する情報の開示を要求しているものの、そのような機関又は個人

の名称を開示すべきかどうかが必ずしも明らかではないと考えられる。 

25. しかしながら、ガバナンスに関する開示を行うにあたっては、このような機関又は個人

がどの機関又は個人であるのかについて示すことが有用と考えられる。このため、日本

版 S1 基準及び日本版 S2 基準では、「サステナビリティ関連(又は気候関連)のリスク及

び機会の監督に責任を負うガバナンス機関の名称又は当該責任を負う個人の役職名」を

開示要求の 1つとして明示することが考えられる。 

付託事項、義務、役割の記述及びその他の関連する方針 

26. IFRS S1 号第 27 項(a)(i)及び IFRS S2 号第 6項(a)(i)では、「ガバナンス機関又は個人

に適用される付託事項、義務、役割の記述及びその他の関連する方針」について言及され

ているが、このような表現は、我が国の関係者にはなじみのない表現である可能性があ

る。 
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27. 「ガバナンス機関又は個人に適用される付託事項、義務、役割の記述及びその他の関連

する方針」は、ガバナンス機関又は個人に与えられた役割、権限及び義務などを明らかに

したものを念頭に置いた表現であると考えられ、例えば、職務記述書や、取締役又は監査

役との間で締結する委任契約書が考えられる。 

28. このため、IFRS S1 号及び IFRS S2 号を日本版 S1 基準及び日本版 S2 基準に取り入れる

場合、「ガバナンス機関又は個人に適用される付託事項、義務、役割の記述及びその他の

関連する方針」については、「ガバナンス機関又は個人に与えられた役割、権限及び義務

などを明らかにしたもの」に言い換えた上で、結論の背景において、我が国の関係者に理

解しやすい表現を目的としているに過ぎず、IFRS サステナビリティ開示基準と差異を設

けることを意図していない旨を明らかにすることが考えられる。 

戦略を監督するための適切なスキル及びコンピテンシー 

29. IFRS S1 号第 27 項(a)(ii)及び IFRS S2 号第 6項(a)(ii)では、「戦略を監督するための

適切なスキル及びコンピテンシー」について言及されているが、特に「コンピテンシー」

という表現は、我が国の関係者にはなじみのない表現である可能性がある。 

30. 一般に、サステナビリティ関連のリスク及び機会は広範にわたるとともに、それぞれの

リスク及び機会を管理するために必要なスキル及び能力は異なる可能性があると考えら

れる。気候関連のリスク及び機会についても、さらにさまざまな気候関連のリスク及び

機会に細分化され、それぞれのリスク及び機会を管理するために必要なスキル及び能力

は異なる可能性があると考えられる。これは経営上の管理のみならず、サステナビリテ

ィ関連（又は気候関連）のリスク及び機会の監督を行う場合にも、適切なスキル及び能力

を用いて監督を行うことが必要と考えられる。 

31. このため、サステナビリティ関連（又は気候関連）のリスク及び機会の監督に責任を負う

ガバナンス機関又は個人は、前項に記載したようなスキル及び能力を活用して監督を行

う場合があると考えられる。IFRS S1 号第 27項(a)(ii)及び IFRS S2 号第 6項(a)(ii)は、

ガバナンス機関又は個人がスキル及び能力を利用することができるかどうか又はそうし

たスキル及び能力を開発する予定であるかどうかについてのガバナンス機関又は個人の

判断を開示することを要求していると考えられる。 

32. 前項の検討を踏まえ、IFRS S1 号及び IFRS S2 号を日本版 S1 基準及び日本版 S2 基準に

取り入れる場合、「スキル及びコンピテンシー」については、「スキル及び能力」に言い

換えた上で、結論の背景において、我が国の関係者に理解しやすい表現を目的としてい

るに過ぎず、IFRS サステナビリティ開示基準と差異を設けることを意図していない旨を

明らかにすることが考えられる。 



 
  審議事項 A1-2 

 

9/12 

経営者レベルの地位又は経営者レベルの委員会への経営者の役割の委任 

33. IFRS S1 号第 27 項(b)(i)及び IFRS S2 号第 6項(b)(i)では、「経営者レベルの地位又は

経営者レベルの委員会への経営者の役割の委任」について言及されているが、「経営者レ

ベルの地位又は経営者レベルの委員会」という表現は、我が国の関係者にはなじみのな

い表現である可能性がある。 

34. IFRS S1 号第 27 項(b)及び IFRS S2 号第 6項(b)が、ガバナンスのプロセス、統制及び手

続における経営者の役割についての開示を求めるものであることを踏まえると、ここで

「経営者レベルの」としているのは、経営者（本資料の第 18 項参照）又はこれに準じる

者が関与するものであることを明らかにするためであると考えられる。 

35. このように考えた場合、「経営者レベルの地位又は経営者レベルの委員会」は、次のよう

に言い換えることが考えられる。 

(1) 「経営者レベルの地位」は、企業によってその地位はさまざまであると考えられるも

のの、特定の役職を表現する言葉であると考えられるため、「経営者又はこれに準じ

る者」と言い換えることが考えられる。 

(2) 「経営者レベルの委員会」は、企業によってこのような委員会が設置されているかど

うか、設置されている場合にどの委員会が該当するのかはさまざまであると考えら

れるものの、本項(1)で検討した経営者又はこれに準じる者が関与する委員会その他

の機関を念頭に置いた表現であると考えられる。このため、「経営者レベルの委員会」

は、「経営者又はこれに準じる者が関与する委員会その他の機関」と言い換えること

が考えられる。 

36. 前項の検討を踏まえ、IFRS S1 号及び IFRS S2 号を日本版 S1 基準及び日本版 S2 基準に

取り入れる場合、「経営者レベルの地位又は経営者レベルの委員会」については、「経営

者若しくはこれに準じる者（以下「経営者等」という。）又は経営者等が関与する委員会

その他の機関」に言い換えた上で、結論の背景において、我が国の関係者に理解しやすい

表現を目的としているに過ぎず、IFRS サステナビリティ開示基準と差異を設けることを

意図していない旨を明らかにすることが考えられる。 

37. また、IFRS S1 号第 27 項(b)(i)及び IFRS S2 号第 6項(b)(i)では、「経営者レベルの地

位又は経営者レベルの委員会」の名称を開示すべきかどうかが必ずしも明らかではない

と考えられる。 

38. しかしながら、ガバナンスに関する開示を行うにあたっては、このような「経営者レベル

の地位又は経営者レベルの委員会」がどの機関又は個人であるのかについて示すことが
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有用と考えられる。このため、日本版 S1 基準及び日本版 S2 基準では、ガバナンスのプ

ロセス、統制及び手続における経営者の役割が具体的な経営者等又は経営者等が関与す

る委員会に委任されている場合、「当該経営者等の役職名又は委員会その他の機関の名

称」を開示要求の 1つとして明示することが考えられる。 

（結論） 

39. ガバナンスに関する開示は、サステナビリティ関連のリスク及び機会のガバナンスにつ

いて、企業が実際に行っていることを開示することを要求するものであり、新たな情報

を作成することを要求するものではないと考えられる。 

40. 以上の検討を踏まえると、一部の文言については我が国の関係者が理解しやすいように

修正したり、結論の背景において補足的な説明を加えたりする必要があると考えられる

ものの、国際的な比較可能性を大きく損なわせないものとするとの観点からも、IFRS S1

号及び IFRS S2 号の定めを取り入れるという、これまでの方針は変更せず、確定した IFRS 

S1 号及び IFRS S2 号に基づき、当委員会が開発する基準の文案を作成することが考えら

れる。 

重複した開示の回避 

41. IFRS S2 号第 7 項では、IFRS S2 号に基づくガバナンスに関する開示を作成するにあた

り、不必要な重複を避けなければならない旨が定められている。 

7 In preparing disclosures to fulfil the requirements in paragraph 6, an entity shall avoid 

unnecessary duplication in accordance with IFRS S1 General Requirements for Disclosure 

of Sustainability-related Financial Information (IFRS S1) (see paragraph B42(b) of IFRS 

S1). For example, although an entity shall provide the information required by paragraph 6, 

if oversight of sustainability-related risks and opportunities is managed on an integrated 

basis, the entity would avoid duplication by providing integrated governance disclosures 

instead of separate disclosures for each sustainability-related risk and opportunity 

 第 6 項の要求事項を満たすための開示を作成するにあたり、IFRS S1 号「サステナ

ビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項」（IFRS S1 号）に従い、企

業は不必要な重複を避けなければならない（IFRS S1 号 B42 項(b)参照）。例えば、

企業は第 6 項で要求される情報を提供しなければならないが、サステナビリティ

関連のリスク及び機会の監督が統合的に管理されている場合は、企業はサステナ

ビリティ関連のリスク及び機会についての個別の開示ではなく、統合されたガバ

ナンスの開示を提供することにより重複を避けることになる。 

42. これは、IFRS S2 号におけるガバナンスの開示に関する要求事項が、IFRS S1 号における

ガバナンスに関する要求事項と整合しているため、両者を統合して開示することができ

る場合には、あえて IFRS S1 号に基づく開示と IFRS S2 号に基づく開示を別個に記載す

る必要がないことを明らかにしたものと考えられる。 
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43. この点、IFRS S2 号の結論の根拠では、次のように説明されている（IFRS S2 号 BC32 項）。 

(1) 設計上、IFRS S2 号のガバナンスの要求事項は IFRS S1 号の要求事項と密接に整合し

ている。整合的で比較可能である開示を確保するため、また、企業が IFRS S2 号を適

用することを支援するため、当該要求事項は IFRS S1 号及び IFRS S2 号の両方に全

文が示されている。 

(2) 公開草案に対する利害関係者からのフィードバックは、多くの企業が気候関連のリ

スク及び機会を他のサステナビリティ関連のリスク及び機会と統合するようにガバ

ナンス及び管理を構築していることを示した。この結果、IFRS S2 号は、企業がサス

テナビリティ関連のリスク及び機会をモニタリングし、管理し、監督するために統合

的なアプローチを採用する場合、企業はサステナビリティ関連のリスク及び機会の

それぞれについてのガバナンスの開示の重複を避けることが要求されることを記述

している。 

44. これについて特段の論点は認識していないため、IFRS S2 号の定めを日本版 S2 基準に取

り入れることが考えられる。 

事務局による提案 

45. 日本版 S1 基準及び日本版 S2 基準において、IFRS S1 号及び IFRS S2 号の定めを取り入

れ、ガバナンスの開示目的を次のように定める（日本版 S2基準においては、「サステナ

ビリティ関連」を「気候関連」とする。）ことが考えられるがどうか。 

ガバナンスに関する開示目的は、一般目的財務報告書の主要な利用者が、サステナビ

リティ関連のリスク及び機会をモニタリングし、管理し、監督するために企業が用い

るガバナンスのプロセス、統制及び手続を理解できるようにすることにある。 

46. 日本版 S1 基準及び日本版 S2 基準において、IFRS S1 号及び IFRS S2 号におけるガバナ

ンスに関する開示要求をそれぞれ取り入れることが考えられるがどうか。 

Ⅴ．文案 

47. 本資料における事務局提案を踏まえた日本版 S1基準の文案イメージは、以下のとおりで

ある。 

（HP では非公表） 
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48. 本資料における事務局提案を踏まえた日本版 S2基準の文案イメージは、以下のとおりで

ある。 

（HP では非公表） 

 

ディスカッション・ポイント 

① 本資料の第 45 項及び第 46 項に記載した事務局提案について、ご質問やご意見

があればいただきたい。 

② 日本版 S1基準及び日本版 S2 基準の文案イメージについて、ご意見をいただき

たい。 

③ 本論点に関して、他に検討すべき事項があればご意見いただきたい。 

以 上 


